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浜田市工業用水道事業経営戦略 

 

団 体 名 ： 島根県浜田市     

事 業 名 ： 工業用水道事業   

策 定 日 ： 令和 2年 9月     

計 画 期 間 ： 令和 2年度～令和 11 年度     

１．経営戦略策定の目的 

 本市の工業用水道事業は、市町村合併前の三隅町時代、昭和 53 年に中国電力㈱から石炭火力

発電所建設の申し入れがあり、昭和 61 年に発電所の土地造成を開始、平成 7年に 1号機建設が

着工された中国電力㈱三隅発電所、並びに発電所関連で計画されていた誘致企業に工業用水を供

給するために創設されました。 

 平成 8年 8月 1日の供用開始以降、当地域の経済活動及び雇用創出に貢献してきましたが、供

用開始から 24 年が経過し、施設及び設備の経年劣化が進んでいます。今後も当地域の発展にな

くてはならない重要な社会インフラとして機能させるため、施設等の維持更新に向けた備えが必

要です。 

 また、東日本大震災以降、中国電力㈱の原子力発電所をはじめ、全国の原子力発電所の殆どが

停止し、速やかな再稼動が困難である状況から、電力の安定供給という観点から三隅発電所の重

要性は益々高まっています。更に、令和 4 年 11 月には、新たに三隅発電所 2号機が運転を開始

する予定であり、工業用水道の役割も重要性を増しています。 

工業用水道の安定供給を目的として、計画的且つ効率的な事業運営を行っていくため、中長期

的な経営の基本計画として経営戦略を策定するものです。 

２．事業概要 

（１） 事業の現況 

① 給水 

供 用 開 始 年 月 日 平成 8年 8月 1日 契 約 水 量 5,200 ㎥／日 

給 水 先 事 業 所 数 3 一日平均配水量 4,398 ㎥   

工業用水道事業は、三隅発電所に 9,000 ㎥／日、誘致企業に 1,000 ㎥／日、合計 10,000 ㎥／

日の給水を行う計画で、平成 6年 4月に着工しました。 

 平成 8 年 7 月には三隅発電所への管路施設が完成し、平成 8 年 8 月から三隅発電所 1 号機に

5,000 ㎥／日の試運転のための給水を開始しました。本稼動は、平成 10 年 6 月です。 

 三隅発電所 2 号機は、平成 13 年に着工予定でしたが、電力需要の低迷や国による地球温暖化

防止政策の推進により、計画は一旦保留となりました。その後、東日本大震災の発生に伴い、ほ

ぼ全ての原子力発電所が稼働停止となったことから、これに代わる電源として整備計画が再浮上
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し、平成 30 年 11 月着工、令和 4 年 11 月運転開始の運びとなりました。また、2 号機稼働に伴

い必要となる工業用水道の供給量について中国電力㈱と協議の結果、4,500 ㎥／日とすること及

びこれに伴う管路等の新たな整備は行わないことなどを確認しました。 

 また、誘致企業用の施設は、平成 8年 10 月に着工、平成 9年 4 月からキーパー㈱三隅工場へ

の供給を開始しました（当初 400 ㎥／日、現在 100 ㎥／日）。平成 17 年には、同社の子会社であ

るケーピー㈱が進出し、平成 18 年 6 月から 100 ㎥／日を供給しています。 

 

② 施設 

水 源 地下水 

施 設 数 
水源地設置数 3 

管 路 延 長 8,329.7m 
配水池設置数 1 

現在配水能力 10,000 ㎥／日 計 画 給 水 量 10,000 ㎥／日 

 

③ 料金 

料 金 体 系 の 

概 要・考 え 方 

      (現行)     （R2.10.1～）（税抜き額） 

基本料金  48 円／㎥     29 円／㎥ 

特定料金  48 円／㎥     29 円／㎥ 

超過料金  55 円／㎥     33 円／㎥ 

※責任使用水量制 

（浜田市工業用水道事業供給規程第 23 条） 

基本料金及び特定料金の額の算定については、使用者が 1

日の間において、基本使用水量又は特定使用水量の全部又は

一部を使用しなかった場合においても、これを使用したとみ

なす。 

料 金 改 定 年 月 日 

（消費税のみの改定は含

まない） 

令和 2年 10 月 1 日（令和 4年 11 月からの 2号機運転開始

に伴い、段階的に給水量が増加するため。以後、5 年ごとに

見直しを検討する。） 
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④【給水区域及び工業用水道事業概要図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



4 

 

下水道課 管理係

整備係

上下水道部

工務係

水源係

管理課

工務課

企画経理係

料金係

計画係

工業用水道係

施設係

⑤ 組織（令和 2年 4月 1日現在） 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上下水道部は、3 課で組織されており、職員は、部長以下 51 名（正規職員 35 名、会計年

度任用職員 16 名）で構成されています。このうち、工業用水道事業に係る組織体制は、管理

課、工務課の２課、工業用水道係、水源係の 2係体制となっています。 

工業用水道事業に係る人件費支弁対象職員数は、一般行政職 1 名、水道技術職 1 名となっ

ています（下記の組織図参照）。 

浜田市上下水道部組織図 
工業用水道事業会計支弁職員数は、専門企画員以

下、合計2 名となっています（令和2 年度）。 

係員 1 名 

係員 1 名 

浜田市上下水道部には、工業用水道事業会計のほ

か、上水道事業会計、農業集落排水事業特別会計

等の複数の事業会計があります。 

・予算、決算 

・経理、契約 

・水源地の保守 

・水道施設の維持管理 
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（２）これまでの主な経営健全化の取組 

平成 29 年度末の上水道事業と簡易水道事業の統合に当たり、平成 24 年度に工業用水道事業

も含めた各水道施設の稼働状況を中央監視装置で一元管理できるよう施設整備を行いました。 

各水道施設の施設更新について、特定年度に集中しないよう耐用年数に応じた施設更新を計

画的に平準化しました。平成 22 年度に於いて、それまで支所に配置していた工業用水道事業

支弁職員を本庁へ一元化するとともに、平成 29 年度に実施された事務事業量調査に基づき、

平成 30 年度から支弁職員 3名を 2名に減員するなど、経費の節減を図りました。 

 

（３）経営分析 

（税抜き）  

３.将来の事業環境 

（１）水需要の予測 

令和 4年 11 月からの三隅発電所 2号機運転開始に伴い、契約水量は、現在の 5,200 ㎥/日から

9,700 ㎥/日へ大幅に増加する見込みです（計画給水量は 10,000 ㎥／日）。 

区分 H29 H30 R1 

料金収入(千円) 92,088 92,537 91,481 

純利益(千円) 17,223 24,041 23,629 

経常収支比率（％） 115.92 124.68 124.53 

固定資産に対する建設仮勘定の割合（％） 0 0 0 

現在配水能力に対する契約率（％） 52.0 52.0 52.0 

現在配水能力に対する施設利用率（％） 47.35 43.56 43.99 

料金回収率（％） 

（給水原価に対する供給単価の割合） 
121.65 133.54 133.43 

【上記の指標等を踏まえた経営分析】 

責任使用水量契約によって安定した料金収入が得られており、毎期、料金収入の約 1～2 割

の純利益を確保できています。一方、給水開始から四半世紀近くが経過し、施設等も老朽化が

進んできていることから、整備計画に基づく大規模な修繕及び更新に備えた資金の確保が必要

となっています。 

契約率及び施設利用率は、共に 5 割前後と低調ですが、令和 4 年 11 月に予定されている三

隅発電所 2号機（4,500 ㎥/日）の運転開始に伴い、ほぼ 10 割となる見込みです。 

料金回収率は、100％を超えています。これは、給水に要する費用の全てが料金収入で賄わ

れていることを示しており、健全な状況にあると言えます。 

【図①】 【図②】 
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年    度 H27 H28 H29 H30 R1 

契約水量 5,267 5,200 5,200 5,200 5,200 

 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 

5,450 5,867 8,641 9,700 9,700 9,700 9,700 9,700 9,700 9,700 

 

（２）料金収入の見通し 

 

 

 

年度 H27 H28 H29 H30 R1 

給水収益 93,097 92,251 92,088 92,537 91,481 

増減率 

（対前年） 
－ 99.1 99.8 100.5 98.9 

 

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 

給水収益 75,761 62,089 91,466 102,950 102,689 102,675 102,675 102,950 102,675 102,675 

増減率 

（対前年） 
82.8 82.0 147.3 112.6 99.7 100.0  100.0 100.3 99.7 100.0 

 

契約水量の推移予測 

【単位：㎥/日】 

料金収入の推移と予測 

【単位：千円（税抜き）】 

【単位：㎥/日】 

【単位：千円（税抜き）】 

中国電力(株)三隅発電所2号機が令和4年11月から運転を開始するのに伴い、段階的に給水量

が増加する見込みです。これを受け、「本事業の安定的且つ健全な経営の維持」及び「適正な受益と

負担のあり方」という 2 つの観点から、料金改定の必要性について検討を行った結果、令和 2 年 10

月 1 日より基本料金単価を現在の 48 円/㎥から 29 円/㎥へ引き下げることとしました。 

なお、今後の財務状況及び施設更新費用等を踏まえ、5 年ごとに料金の見直し検討を行い、必要

に応じて料金改定を行う予定です。 
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（３）施設の見通し 

施設・設備 ： 当該事業は、平成 8 年供用開始から約 24 年が経過しています。ポンプ、水位計な

どの設備については、長期修繕更新計画に基づき、計画的に更新を行っています。 

管路の老朽化度合 ： 管路については、今後順次、耐用年数を迎えていくことになります。更新計画の策

定に当たっては、劣化診断や耐震診断等による管路の状態把握を行い、アセット・

マネジメント（資産管理）の手法を用いて延命化を図りながら、計画的な更新を行っ

ていきます。 

施 設 能 力 ： 水需要の予測から、当面は現状の 10,000 ㎥/日を維持します。 

 

 

 

年    度 H27 H28 H29 H30 R1 

建設改良費 8,857 6,628 3,950 5,875 63,536 

 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 

7,739 5,269 220 10,823 11,000 7,000 16,852 18,900 18,324 45,900 

 

（４）組織の見通し 

平成 5 年度事業創設当初 2 名でスタートし、翌平成 6 年度から 3 名に増員、平成 30 年度から再

び 1名減員の 2名体制としたところです。今後も業務量に応じて、体制の最適化を図っていきます。 

 

４.経営の基本方針 

本事業は、企業の生産活動を支える重要なライフラインです。 

企業への安定給水を行うことを第一に、計画的且つ効率的な事業運営を行います。 

 

５.投資・財政計画（収支計画） 

（１）投資・財政計画（収支計画）：巻末資料のとおり 

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 

建設改良費の投資計画 

【単位：千円（税込み）】 

【単位：千円（税込み）】 
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① 収支計画のうち投資についての説明 

目    標 

(ア) 施設・設備について、修繕対応で延命化を図りながら、耐用年数に基づき

計画的に更新していきます。 

(イ) 管路について、アセット・マネジメントの手法を用いて延命化を図りながら

計画的に更新していきます。 

(ウ) 建設改良費における財源について、キャッシュフロー管理を徹底します。 

 ② 収支計画のうち財源についての説明 

 

 

目    標 

(ア) 今後の財務状況及び施設更新費用等を踏まえ、必要に応じ料金改定を

行うこととします。  

(イ) 一般会計からの補助金については、現行基準の繰入れのみとします。 

財源の積算の考え方について 

  料  金：「3.(2)料金収入の見通し」で記載したとおり 

  補助金：(ア) 企業債利息分一般会計補助金 

（当年度企業債利息に対する未売水量割合の補助金） 

計算式   当年度企業債利息×未売水割合 

H30 実績  1,713,090 円×8%≒137,000 円 

(イ) 減価償却費分一般会計補助金 

（企業負担分にかかる減価償却費に対する未売水量割合の補助金） 

計算式   中国電力㈱負担分にかかる減価償却費×未売水割合 

H30 実績  3,215,406 円×8%≒257,000 円 

       (ウ) H30 実績 (ア)＋(イ)＝394,000 円 

       (エ) 補助金の考え方 

           中国電力㈱三隅発電所の建設にあたり、同発電所分 9,000 ㎥/日、その他誘致

企業分 1,000 ㎥/日の計 10,000 ㎥/日の工業用水を供給するため、工業用水道

事業が創設されました。 

中国電力㈱が使用量割合で建設事業費の 9 割を負担したことから、工業用水

道料金の決定時に市が企業債利息の 10%と同社が建設費を負担した部分の減

価償却費の 1 割相当額の 10%を負担することで合意がなされ、経済産業省へ工

業用水道事業法に基づく供給規程や料金の届出が行われました。現在は、誘致

企業 2社に 200 ㎥／日を給水していることから、それぞれ 10%を 8%に減額してい

ます。 
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③収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

【経費の積算の考え方について】 

  職員給与費 ： 正規職員数35名中、工業用水道事業会計負担分は2名。現状を維持するものと

し、給料、手当等を現行の制度に基づき計上。 

  修 繕 費 ： 令和元年度～2年度は、予算書のとおり。令和 3年度以降は、次のとおり見込ん

で計上。 

        平成 8～30 年度修繕費合計 101,068,317 円 

        平成 8～30 年度修繕費平均 101,068,317 円÷23 年＝4,394,275 円 

  動 力 費 ： 令和元年度～2 年度は、予算書のとおり。令和 3 年度以降は、契約水量の増加

割合を動力費に反映させ、将来にわたり継続すると見込んで計上。 

   

 人件費や物件費などに係る物価上昇率は見込まず、現状の水準で推移するものとして試算して

います。 

 

 

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

 ①投資について検討状況等 

民間の資金・ノウハウ等の活用    

（ P F I ・ D B O の 導 入 等 ） 
― 

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合 

（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ） 
― 

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化 

（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ） 
― 

施設 ・設備の長寿命化等の        

投 資 の 平 準 化 

アセット・マネジメントの手法を活用した中長期視点からの計画的更新

により、投資の平準化と施設の長寿命化を図り、更新経費の低減に努

めます。 

広 域 化 ― 

そ の 他 の 取 組 ― 

 

 ②財源について検討状況等 

料 金 
契約水量の増加に合わせ料金改定を実施しますが、改定後の動向

を踏まえ、今後も必要に応じて見直しを行っていきます。 

企 業 債 ― 

繰 入 金 ― 

資産の有効活用等（*2）による

収 入 増 加 の 取 組 
― 

そ の 他 の 取 組 ― 

*2 遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など 
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 ③投資以外の経費についての検討状況等 

委 託 料 ― 

修 繕 費 ― 

動 力 費 ― 

職 員 給 与 費 ― 

そ の 他 の 取 組 ― 

 

６.経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、 

更 新 等 に 関 す る 事 項 

 経営戦略の進捗管理は毎年度実施し、その効果を確認します。

また、そのほか経営に影響を及ぼす法令等の改正や、社会情勢、

企業情勢の変化など、工業用水道事業を取り巻く情勢に変化があ

る場合には随時これを見直すこととします。 

 



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成30年度全国平均

業務名 業種名 現在配水能力(合計)(m
3
/日) 類似団体区分 施設数 １日平均配水量(m

3
)

経営比較分析表／団体全体（平成30年度決算）
島根県　浜田市

【事業概要】

- 90.9 3 5,200 非設置 【】

■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 給水先事業所数 契約水量(m
3
/日) 管理者の情報 －

法適用 工業用水道事業 10,000 小規模 1 4,356

H26H29 H30 H26

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　経常収支比率は、全国平均を上回っているが、平
成30年度から、職員数を3人から2人に変更したこと
が大きな要因である。
　流動比率や企業債残高対給水収益比率、料金回収
率は全国平均と比較して良好に推移している。
　施設利用率、契約率は、全国平均を下回ってい
る。これは、契約水量が5,200㎥/日と計画水量
10,000㎥/日との乖離が生じているためであり、今
後は中国電力(株)三隅発電所2号機が運転を開始す
ることに伴い、徐々に解消される予定である。
　平成8年度事業開始と全国と比較して新しい事業
であり、受水企業も安定しているため、安定的な事
業運営を継続している。

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 112.58 111.95 109.28 115.92

H27 H28

93.97 81.35 68.66 54.81 40.11当該値 1,550.79 1,503.53 1,681.71 1,688.08 1,440.97

H27 H28 H29 H30 H26H27 H28 H29 H30

82.78 79.27平均値 109.60 108.74 109.99 109.10 108.18

当該値当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00124.68

平均値 587.77 552.40 505.25 531.53 504.73平均値 654.62 619.00 688.41 649.92 680.22平均値 85.38 86.84 83.56

2. 老朽化の状況について

　老朽化度合を示す、有形固定資産減価償却率は
59.28％で、全国平均の58.53％を0.75％上回ってお
り、類似団体と比較しても52.21％で7.07％上回っ
ている。耐用年数に応じた施設更新を念頭に置きな
がらも、施設の点検を実施し、修繕、部品交換で延
命化を図り、更新を最小限に留めてきたためであ
る。今後、40年を経過する管路や建物の更新時期が
到来するため、延命化を図りながら計画的に施設更
新を行っていく。

H26 H27 H28 H29 H30 H26 H27 H28 H29 H30

当該値 116.72 115.48 111.69 121.65 133.54

H27 H28 H29 H30 H26H27 H28 H29 H30 H26

53.00 52.00 52.00 52.00 52.00当該値 45.84 36.89 43.59 47.35 43.56

33.81 34.33平均値 89.26 90.99 93.58 93.31 92.20

当該値当該値 41.31 41.75 43.31 39.78 36.51

2. 老朽化の状況

平均値 61.29 61.07 61.62 61.64 61.85平均値 42.48 42.43 43.12 43.85 44.05平均値 34.57 34.10 33.79

H27 H28 H29H26 H27 H28 H29 H30 H26

0.00当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00当該値 52.81 54.49 56.25 57.90 59.28

平均値 48.15 49.38 51.15 52.15 52.21

全体総括

　平成8年8月1日から事業を開始し、平成30年度末
現在で、基本料金48円/㎥、計画水量10,000㎥/日の
うち受水企業3社に対して契約水量5,200㎥/日を給
水している。企業債残高は、37,120千円で令和5年
度に完済となる。収益的収支は、収入が1.2億円
で、支出が1.0億円、経常利益は、0.2億円となっ
た。総資産は14.1億円で、うち現金預金は5.2億
円、負債は8.2億円、資本は5.9億円となっている。
　中国電力(株)三隅発電所2号機が令和4年11月から
運転を開始することに伴い、令和2年10月から令和4
年11月にかけて、契約水量が段階的に増え、最終的
に9,700㎥/日になることから、令和2年10月に料金
改定を予定している。

H28 H29 H30

当該値 0.00 0.00

平均値 0.45 2.36

H26

0.00

0.11

H27H30

0.00

0.11 0.11平均値 19.01 14.92 20.80 29.43 32.03
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①有形固定資産減価償却率(％)
【58.53】
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③流動比率(％)
【450.05】
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様式第2号（法適用企業・収益的収支）

投資・財政計画

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

区　　　　　　分 決 算 決 算 予 算

１． (A) 92,537 91,481 75,761 62,089 91,466 102,950 102,689 102,675 102,675 102,950 102,675 102,675
(1) 92,537 91,481 75,761 62,089 91,466 102,950 102,689 102,675 102,675 102,950 102,675 102,675
(2) (B)
(3)

２． 28,912 28,478 28,229 28,657 29,075 29,059 29,414 29,414 29,414 29,472 29,472 29,472
(1) 394 319 278 253 239 226 221 221 221 221 221 221

394 319 278 253 239 226 221 221 221 221 221 221

(2) 28,110 27,768 27,678 28,131 28,563 28,560 28,920 28,920 28,920 28,920 28,920 28,920
(3) 408 391 273 273 273 273 273 273 273 331 331 331

(C) 121,449 119,959 103,990 90,746 120,541 132,009 132,103 132,089 132,089 132,422 132,147 132,147
１． 95,695 95,099 101,756 103,646 111,847 113,853 114,149 110,766 110,726 110,674 107,958 107,958
(1) 18,137 17,561 19,355 18,413 18,413 18,413 18,413 18,413 18,413 18,413 18,413 18,413

9,168 9,077 9,102 9,102 9,102 9,102 9,102 9,102 9,102 9,102 9,102 9,102

8,969 8,484 10,253 9,311 9,311 9,311 9,311 9,311 9,311 9,311 9,311 9,311
(2) 41,478 42,049 45,035 47,502 56,412 59,813 59,813 59,813 59,813 59,813 59,813 59,813

16,056 16,076 17,601 18,940 27,850 31,251 31,251 31,251 31,251 31,251 31,251 31,251
1,501 166 1,704 4,394 4,394 4,394 4,394 4,394 4,394 4,394 4,394 4,394

23,921 25,807 25,730 24,168 24,168 24,168 24,168 24,168 24,168 24,168 24,168 24,168
(3) 36,080 35,489 37,366 37,731 37,022 35,627 35,923 32,540 32,500 32,448 29,732 29,732

２． 1,713 1,232 748 405 233 75
(1) 1,713 1,207 748 405 233 75
(2) 25

(D) 97,408 96,331 102,504 104,051 112,080 113,928 114,149 110,766 110,726 110,674 107,958 107,958
(E) 24,041 23,628 1,486 △ 13,305 8,461 18,081 17,954 21,323 21,363 21,748 24,189 24,189
(F)
(G)
(H)

24,041 23,628 1,486 △ 13,305 8,461 18,081 17,954 21,323 21,363 21,748 24,189 24,189
(I) 192,001 229,396 136,885 149,056 140,374 153,630 174,868 192,822 214,145 235,508 257,256 281,445
(J) 536,688 391,931 370,681 370,681 370,681 370,681 370,681 370,681 370,681 370,681 370,681 370,681

12,216 13,704 10,820 10,820 10,820 10,820 10,820 10,820 10,820 10,820 10,820 10,820
(K) 37,245 55,967 23,207 23,207 23,207 23,207 23,207 23,207 23,207 23,207 23,207 23,207

13,861 10,685 4,623 4,795 3,157

21,766 43,562 16,934 16,934 16,934 16,934 16,934 16,934 16,934 16,934 16,934 16,934
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 92,537 91,481 75,761 62,089 91,466 102,950 102,689 102,675 102,675 102,950 102,675 102,675

(N)

(O)

(P) 92,537 91,481 75,761 62,089 91,466 102,950 102,689 102,675 102,675 102,950 102,675 102,675

令和11年度

274

収 入 計

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

他 会 計 補 助 金

特 別 損 失

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ）

基 本 給
退 職 給 付 費

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

流 動 資 産

×100

流 動 負 債

特 別 損 益

(A)-(B)

営 業 外 費 用

収

益

的

収

入

そ の 他

支 払 利 息
そ の 他

営 業 費 用

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

）

う ち 未 収 金

収

益

的

収

支

う ち 未 払 金

営 業 収 益

営 業 外 収 益

職 員 給 与 費

経 費

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

そ の 他

補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

240

令和9年度 令和10年度

149 170 188 209

令和8年度令和4年度 令和7年度令和3年度 令和5年度 令和6年度

229 251

(（L）/（M）×100)

そ の 他 補 助 金

207 251

動 力 費
修 繕 費
材 料 費
そ の 他

収

益

的

支

出

153

(E)+(H)

特 別 利 益

(F)-(G)

(C)-(D)

減 価 償 却 費

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

支 出 計

累 積 欠 損 金 比 率 （ 181

経 常 損 益

う ち 一 時 借 入 金
う ち 建 設 改 良 費 分



様式第2号(法適用企業・資本的収支）

投資・財政計画
（単位：千円）

年　　　　　度 平成30年度 令和元年度

区　　　　　分 決 算 決 算

１．

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８． 3,441 2,574 4,984 4,742 198 8,010 9,900 6,300 13,320 13,230 14,670 41,310

９．

(A) 3,441 2,574 4,984 4,742 198 8,010 9,900 6,300 13,320 13,230 14,670 41,310

(B)

(C) 3,441 2,574 4,984 4,742 198 8,010 9,900 6,300 13,320 13,230 14,670 41,310

１． 5,875 63,536 7,739 5,269 220 10,823 11,000 7,000 16,852 18,900 18,324 45,900

２． 13,353 13,860 10,686 4,623 4,794 3,157

３．

４． 130,000

５．

(D) 19,228 207,396 18,425 9,892 5,014 13,980 11,000 7,000 16,852 18,900 18,324 45,900

(E) 15,787 204,822 13,441 5,150 4,816 5,970 1,100 700 3,532 5,670 3,654 4,590

１． 2,254 55,420 2,755 527 21 2,813 1,100 700 3,532 5,670 3,654 4,590

２． 130,000

３．

４． 13,533 19,402 10,686 4,623 4,795 3,157

(F) 15,787 204,822 13,441 5,150 4,816 5,970 1,100 700 3,532 5,670 3,654 4,590

(G)

(H) 37,121 23,260 12,574 7,952 3,157

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 平成30年度 令和元年度

区　　　　　分 決 算 決 算

394 319 278 253 239 226 221 221 221 221 221 221

394 319 278 253 239 226 221 221 221 221 221 221

394 319 278 253 239 226 221 221 221 221 221 221

純 計

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

う ち 資 本 費 平 準 化 債

計

固 定 資 産 売 却 代 金

令和3年度 令和4年度

企 業 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

建 設 改 良 費

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

令和5年度 令和9年度令和6年度 令和7年度 令和8年度令和2年度

企 業 債 償 還 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

計

補 填 財 源 不 足 額

工 事 負 担 金

そ の 他

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

う ち 職 員 給 与 費

令和11年度

令和11年度

令和10年度

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

計

資

本

的

収

入

資

本

的

支

出

補

填

財

源

資

本

的

収

支

(E)-(F)

合 計

(A)-(B)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

う ち 基 準 外 繰 入 金

収 益 的 収 支 分

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

令和10年度令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

損 益 勘 定 留 保 資 金

令和9年度令和4年度令和2年度 令和3年度


